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東証プライム市場の上場維持基準の適合に向けた計画書 

当社は、2022年12月31日時点において、東証プライム市場の上場維持基準に適合しない状態となったこと

から、下記のとおり、上場維持基準の適合に向けた計画書を作成しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の 2022 年 12 月 31 日時点における東証プライム市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとおりと

なっており、「流通株式時価総額」については基準に適合しておりません。 

当社は、当社の企業価値向上と安定した株式バリュエーションを達成するためには、短期的な取り組みでは

なく、中長期的に施策を実施すべきと考え、下表のとおり、流通株式時価総額については2025年12月末まで

に上場維持基準に適合するため、下記および別紙の通り各種取組を進めてまいります。 

 

 株主数 流通株式数 
流通株式 

時価総額 
流通株式比率 

１日平均 

売買代金 
純資産の額 

当社の状況 

（基準日時点） 
3,421人 63,499単位 80億円 55.3％ 0.75億円 30億円 

上場維持基準 800人 20,000単位 100億円 35.0％ 0.20億円 
純資産の 

額が正 

計画期間   2025年12月末    

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針、課題及び取組内容 

上場維持基準の未達項目である流通株式時価総額は「時価総額」×「流通株式比率」で計算されますが、

当社の「流通株式比率」は基準を充たしております。 

今後は、継続的な利益成長に加え、ROE などの収益性や株式流動性の向上を背景にした株式バリュエーショ

ンの上昇により、「時価総額」の更なる増大を目指します。 

そのために、「利益成長と株式バリュエーションの上昇」を基本方針として各種取組を進め、上場維持基準

の定常的な適合を目指してまいります。 

詳細につきましては、添付した「東証プライム市場の上場維持基準の適合に向けた計画書」に記載のとおり

です。 

 

以 上 
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1 現状認識と対応方針
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当社の2022年12月31日（基準日）時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は下記の表の通りです。
上場維持基準６項目のうち５項目は充たしているものの、「流通株式時価総額」が80億円と基準（100億円以上）を充たしており
ません。当社は、流通株式時価総額の基準に関し、2025年12月末までに上場維持基準を充たすため、各種取組を進めて参ります。

1 現状認識と対応方針

1-1 当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間

株主数 流通株式数 流通株式
時価総額

流通株式
比率

１日平均
売買代金 純資産の額

当社の状況
（基準日時点） 3,421人 63,499単位 80億円 55.3％ 0.75億円 30億円

上場維持基準 800人 20,000単位 100億円 35.0％ 0.20億円 純資産額が正

基準未達項目 〇
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上場維持基準の未達項目である流通株式時価総額は「時価総額」×「流通株式比率」で計算されますが、当社の「流通株式比
率」は前頁記載の通り、既にその基準を充たしております。今後は、継続的な利益成長に加え、ROEなどの収益性や株式流動性の
向上を背景にした株式バリュエーションの上昇により、「時価総額」の更なる増大を目指します。

1 現状認識と対応方針

1-2 上場維持基準の適合に向けた取組方針

利益成長と株式バリュエーションの上昇利益成長と株式バリュエーションの上昇

流通株式時価総額 ＝ 時価総額 × 流通株式比率流通株式時価総額 ＝ 時価総額 × 流通株式比率

＜事業の中長期的拡大＞
• 既存事業では、上場来継続している積極的な人員採用に加え、人的生産性の改善に

よる収益性の引き上げを目指します。
• 既存事業の成長に加え、投資事業や当社自身のM&Aを用いた新規事業による非連

続型の成長を志向いたします。

＜収益性と流動性向上による株式バリュエーションの上昇＞
• 売上高や利益の規模拡大を図りつつ、ROEなど（他にも、売上高営業利益率、従業

員１人当たり売上高を重視）重要な収益性指標の改善により、株式バリュエーションの
上昇を目指します。

• IR説明会の回数増加などIR機会の拡大と、サステナビリティ情報の継続的な開示など、
情報発信の質的・量的充実により、「１日平均売買代金」を増加させ、大手機関投資
家（外国人投資家含む）による当社株式売買を促進いたします。

＜事業の中長期的拡大＞
• 既存事業では、上場来継続している積極的な人員採用に加え、人的生産性の改善に

よる収益性の引き上げを目指します。
• 既存事業の成長に加え、投資事業や当社自身のM&Aを用いた新規事業による非連

続型の成長を志向いたします。

＜収益性と流動性向上による株式バリュエーションの上昇＞
• 売上高や利益の規模拡大を図りつつ、ROEなど（他にも、売上高営業利益率、従業

員１人当たり売上高を重視）重要な収益性指標の改善により、株式バリュエーションの
上昇を目指します。

• IR説明会の回数増加などIR機会の拡大と、サステナビリティ情報の継続的な開示など、
情報発信の質的・量的充実により、「１日平均売買代金」を増加させ、大手機関投資
家（外国人投資家含む）による当社株式売買を促進いたします。

基本方針基本方針

課題と
具体的取組

課題と
具体的取組
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営業利益の推移

1 現状認識と対応方針

営業利益
（億円）

※発行済株式数： 11,468,478株 流通株式比率55.3% *2022年12月30日終値から算定
※上記収益はCAGR等を基に試算した数値であり、当社の2024年度以降の中期経営計画を示したものではありません。

当社の流通株式時価総額は、過去５年間の平均増収率の継続と基準日時点のPERを前提とすると、2024～2025年度にかけて
上場維持基準である100億円を達成する見込みです。

【シミュレーション前提】 ※フロンティア・キャピタル（以下FCI）については、投資案件次第で売上高は大きく異なることから、営業損益の想定額のみを直接反映。
売上高： 2023年度は公表予算。2024年度以降の成長率は、当社上場後5年間（2018～2022年度）のCAGR（年平均成長率）15.3%を基に、保守的な数値と

して12%を使用。
営業利益： 2023年度は公表予算。2024年度以降は、営業利益率が2023年度の15％から年間1％ポイントずつ改善すると想定して試算し、これにFCIの営業損益の想

定額として2024年度▲1.5億円、2025年度0億円を織り込む。
純利益： 2023年度公表予算で見込む対営業利益比率66.7％を使用。
その他： 投資事業やM&A等の非連続型の利益増は織り込まずに算出。

1-3 業績のシミュレーションに基づく流通株式時価総額の見通しについて

2022(実績) 2023(予算) 2024(試算) 2025(試算)

売上高（億円）※除FCI 78 96 108 121
営業利益（億円） 9 12 15 20
純利益（億円） 5 7 10 13
ROE（%） 19 21 25 28
EPS（円） 48 61 87 119



2 具体的取組に向けた指標分析
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2-1 収益性(ROE)と株式バリュエーション(PBR)の相関関係
• PBRは(ROE-i)/(COE-i)で計算され、ROEの水準に影響を受けます。（COEは株主資本コスト、iは永久成長率）
• 当社が所属する経営コンサルティング・M&Aアドバイザリーセクターにおいても、ROEがPBRの重要な変数となっています。
• 以上を踏まえ、当社はROEを重要な経営指標と考え、継続的な向上を志向することで株式バリュエーションの上昇を目指します。
• ５頁の業績シミュレーションに示されるように、ROEは引き続き上昇していくことを想定しています。

2 具体的取組に向けた指標分析

フロンティア・マネジメント A社

B社

C社
D社

E社

G社

F社

H社

ROE（%）

PB
R（

倍
）

当社と当社の類似企業として想定される８社を比較分析。
2023年3月における各社公開済の直近決算期財務指標および2023年3月27日時点の株価終値を使用
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R² = 0.6125
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PBRと外国法人等持株割合

2-2 外国法人等持株割合と株式バリュエーション(PBR・PER)の相関関係

2 具体的取組に向けた指標分析

• 株式バリュエーションは、大手機関投資家（外国人投資家を含む）による売買の多寡に影響される傾向があります。
• 一つの重要指標として、外国法人等持株割合と株式バリュエーションの相関を以下に示します。
• 当社が所属するセクターは、PBR・PERともに外国法人等持株割合の水準に影響を受けています。
• 当社の外国法人等持株割合は3.1％（2022年12月末現在）と現時点では同業他社比で低水準に留まっています。

R² = 0.7376
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フロンティア・マネジメント

A社

B社

C社
D社

E社

G社
H社

フロンティア・マネジメント

外国法人等持株割合（%） 外国法人等持株割合（%）

PB
R（

倍
）

PE
R（

倍
）

F社

F社

当社と当社の類似企業として想定される８社を比較分析。
2023年3月における各社公開済の直近決算期財務指標および2023年3月27日時点の株価終値を使用
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2 具体的取組に向けた指標分析

2-3外国法人等持株割合と１日平均売買代金の相関関係
• 流動性の低い株式のまとまった売買は、その売買行為自体が当該株式の市場株価に影響を与える場合があります。
• このため、大手機関投資家は、流動性の低い株式の保有リスクを避け、流動性の高い株式の保有を選好します。
• 当社が所属するセクターにおいても、１日平均売買代金の多寡が外国法人等持株割合の水準と相関しています。
• 当社の１日平均売買代金は0.75億円（2022年度平均）と低水準にあり、水準を上昇させる戦略が必要と考えています。

R² = 0.8952
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当社と当社の類似企業として想定される８社を比較分析。2023年3月における各社公開済の直近決算期財務指標を使用



3 上場維持基準適合に向けた具体的取組
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3 上場維持基準適合に向けた具体的取組

＜事業の中長期的拡大＞
• 既存事業では、上場来継続している積極的な人員採用に加え、人的生産性の改善に

よる収益性の引き上げを目指します。
• 既存事業の成長に加え、投資事業や当社自身のM&Aを用いた新規事業による非連

続型の成長を志向いたします。

＜収益性と流動性上昇による株式バリュエーションの上昇＞
• 売上高や利益の規模拡大を図りつつ、ROEなど（他にも、売上高営業利益率、従業

員１人当たり売上高を重視）重要な収益性指標の改善により、株式バリュエーションの
上昇を目指します。

• IR説明会の回数増加などIR機会の拡大と、サステナビリティ情報の継続的な開示など、
情報発信の質的・量的充実により、「１日平均売買代金」を増加させ、大手機関投資
家（外国人投資家含む）による当社株式売買を促進いたします。

＜事業の中長期的拡大＞
• 既存事業では、上場来継続している積極的な人員採用に加え、人的生産性の改善に

よる収益性の引き上げを目指します。
• 既存事業の成長に加え、投資事業や当社自身のM&Aを用いた新規事業による非連

続型の成長を志向いたします。

＜収益性と流動性上昇による株式バリュエーションの上昇＞
• 売上高や利益の規模拡大を図りつつ、ROEなど（他にも、売上高営業利益率、従業

員１人当たり売上高を重視）重要な収益性指標の改善により、株式バリュエーションの
上昇を目指します。

• IR説明会の回数増加などIR機会の拡大と、サステナビリティ情報の継続的な開示など、
情報発信の質的・量的充実により、「１日平均売買代金」を増加させ、大手機関投資
家（外国人投資家含む）による当社株式売買を促進いたします。

課題と具体的取組（再掲）課題と具体的取組（再掲）
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3 上場維持基準適合に向けた具体的取組

3-1 事業の中長期的拡大 積極的な人員採用戦略
上場以降継続している積極的な人員採用に加え、人的生産性の改善による収益性の引き上げを目指します。

153 159 172 153 165 177
227 255

335

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

+19%

（年度）

期末人員数の推移

(人)
(対前年増減率)

+4% +8% -11% +8% +7%
+28% +12%

東
証
マ
ザ
ー
ズ
上
場

東
証
一
部
上
場

東
証
プ
ラ
イ
ム
移
行
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3 上場維持基準適合に向けた具体的取組

3-2 事業の中長期的拡大 新規事業の積極展開と生産性の向上
新規事業の積極展開
世界の環境変化に柔軟に対応した新事業の創造を続け、グループの
持続的な成長を目指します。

戦略
事業戦略/
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

人事
人事戦略/
人材育成

再生
事業再生

M&A系
FAS/財務/

税務

IT系
IT戦略立案/
システム開発

その他
ESG/PMO/

リスク/他

テーマ

ク
ラ
イ
ア
ン
ト
企
業
規
模

大
企
業

中
堅

中
小
企
業

人
事
系
フ
ァ
ー
ム

IT

系
フ
ァ
ー
ム

特
化
型
フ
ァ
ー
ム

FAS

系
フ
ァ
ー
ム

戦
略
系
フ
ァ
ー
ム

今後のフロンティア・マネジメントの領域

現在のフロンティア・マネジメントの領域

フロンティア・マネジメント
創業時の領域

生産性の向上
既に取り組んでいる以下の具体的施策を継続推進することで、
従業員１人当たり売上の向上を目指します。
• 大企業へのマーケティング強化
• 部門横断売上（クロスセル）推進によるマーケティング効率化
• 業務のチーム内分業推進

売上高
（百万円）

（年度）

※2024年以降の売上は5頁のシミュレーションに準じ、従業員数は管理部門を除い
た想定期末フロント人員数にて試算
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3 上場維持基準適合に向けた具体的取組

3-3 事業の中長期的拡大 新規事業としての投資事業の確実なローンチ
2022年4月に新設した投資子会社フロンティア・キャピタル株式会社の新たな事業により企業規模拡大を加速させます。

投資先企業①投資先企業①

投資先企業②投資先企業②

投資先企業③投資先企業③

頂拓投資諮詢
（上海）有限公司

頂拓投資諮詢
（上海）有限公司

セレブレインセレブレイン

FCDパートナーズFCDパートナーズ

フロンティア・マネジメント
（FMI）

フロンティア・マネジメント
（FMI）

新・フロンティア・マネジメントグループ
（FCIによる投資発生後）

連結対象

頂拓投資諮詢
（上海）有限公司

頂拓投資諮詢
（上海）有限公司

FCDパートナーズFCDパートナーズ

フロンティア・マネジメント
（FMI）

フロンティア・マネジメント
（FMI）

これまでのフロンティア・マネジメントグループ
（FCIによる投資発生前）

連結対象

持分法
適用 持分法

適用

フロンティア・キャピタル
（FCI）

フロンティア・キャピタル
（FCI）

セレブレインセレブレイン

フロンティア・キャピタル
（FCI）

フロンティア・キャピタル
（FCI）

*FCIの投資先がすべてFMIの連結対象となるものではありません
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大西正一郎・
松岡真宏, 

37.8%

役員等, 6.5%

その他法人, 0.3%

自己株式, 0.1%

その他, 
52.2%

外国法人等, 3.1%
2022年12月末フロンティア・マネジメント株主構成

3 上場維持基準適合に向けた具体的取組

3-4 流動性向上による株式バリュエーションの上昇

• バイリンガルのIR専任担当者を採用し、既に開始している英
語での情報開示を強化します。（2023年度中）

• 当社代表取締役やIR専任担当者により、定期的に海外を含
む外国人投資家向けIRを開始します。（2023年３月にシンガ
ポールにてIRミーティングを実施済／その後も順次IRを企画予定）

• サステナビリティへの取り組みとその開示を更に強化します。
（次頁-16頁参照）

• 機関投資家を対象とした国内外でのIR説明会や、個別訪問
等を強化します。（2022年11月に機関投資家向けIR説明会を企画
実施済。引き続き2023年度も企画予定）

• 個人投資家向けIRイベント等へ積極的に参加いたします。
（2023年度企画開始）

外国人投資家

外国人投資家向けの対応

国内投資家向けの対応

流通株式比率 55.3%
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3 上場維持基準適合に向けた具体的取組

3-5 株式バリュエーション上昇施策 サステナビリティ

2022年
9月 10月 12月

2023年
1月 3月

サステナビリティ
全般

TCFD対応

人的資本経営

11月 2月

基本方針・推進体制・マテリアリティの策定

六本木本社使用電力をグリーン電力へ切替

人的資本経営フォーラム加入

サステナビリティ推進委員会設置 活動開始

自社Scope1, 2の排出量算出

TCFDフォーラム加入

DE&I推進委員会設置活動開始

サステナビリティKPIの策定（協議中）

4月 5月 6月 7月 8月

2050年CO2排出ネットゼロへ向けたKPIの策定及び実施

B Corp認証取得へ向けた申請開始

ESGへの取り組みが必須となる中、弊社は社会のサステナビリティへの貢献の取り組みを継続的に発信いたします。



© 2023 Frontier Management Inc.


